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５ 受験資格 次のいずれかに該当する者
\ 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づ
く大学（短期大学を除く。以下同じ。）、大学
院若しくは専修学校の専門課程（修業年限４
年以上のものに限る。以下「４年制専修学校」
という。）において精神障害者の保健及び福祉
に関する科目（以下「指定科目」という。）を
修めて卒業し、若しくは修了した者（平成26

年３月31日までに卒業し、又は修了する見込
みの者を含む。）又は大学において指定科目を
修めて、同法第102条第２項の規定により大
学院への入学を認められた者
なお、指定科目は次のとおり（精神障害者
の保健及び福祉に関する科目を定める省令
（平成23年文部科学省令・厚生労働省令第３
号。以下「科目省令」という。）第１条に掲げ
る科目）であること。
ただし、法第７条第４号に規定する指定施
設（以下「指定施設」という。）において一年
以上相談援助の業務に従事した後、入学する
者については、{からmまでに掲げる科目と
する。
{ 人体の構造と機能及び疾病、心理学理論
と心理的支援、社会理論と社会システムの
うち１科目

| 現代社会と福祉
} 地域福祉の理論と方法
~ 社会保障
� 低所得者に対する支援と生活保護制度
� 福祉行財政と福祉計画
‚ 保健医療サービス
ƒ 権利擁護と成年後見制度
„ 障害者に対する支援と障害者自立支援制
度

… 精神疾患とその治療
f 精神保健の課題と支援
g 精神保健福祉相談援助の基盤（基礎）
h 精神保健福祉相談援助の基盤（専門）
i 精神保健福祉の理論と相談援助の展開
j 精神保健福祉に関する制度とサービス
k 精神障害者の生活支援システム
l 精神保健福祉援助演習（基礎）
m 精神保健福祉援助演習（専門）
n 精神保健福祉援助実習指導
o 精神保健福祉援助実習

] 学校教育法に基づく短期大学（修業年限が
３年であるものに限る。）、専修学校の専門課
程（修業年限３年以上のものに限る。）又は各

種学校（学校教育法第90条第１項に規定する
者を入学資格とするものであって、修業年限
３年以上のものに限る。）において指定科目を
修めて卒業した者（夜間において授業を行う
学科若しくは課程又は通信による教育を行う
学科若しくは課程を卒業した者を除く。）で
あって、精神保健福祉士法施行規則（平成10

年厚生省令第11号。以下「施行規則」という。）
第２条に規定する施設（以下「指定施設」と
いう。）において１年以上相談援助の業務に従
事したもの（平成26年３月31日までに１年以
上従事する見込みの者を含む。）

^ 学校教育法に基づく短期大学、専修学校の
専門課程（修業年限２年以上のものに限る。）
又は各種学校（学校教育法第90条第１項に規
定する者を入学資格とするものであって、修
業年限２年以上のものに限る。）において指定
科目を修めて卒業した者であって、指定施設
において２年以上相談援助の業務に従事した
もの（平成26年３月31日までに２年以上従事
する見込みの者を含む。）

_ 学校教育法に基づく大学、大学院若しくは
４年制専修学校において精神障害者の保健及
び福祉に関する基礎科目（以下「基礎科目」
という。）を修めて卒業し、若しくは修了した
者又は大学において基礎科目を修めて、同法
102条第２項の規定により大学院への入学を
認められた者であって、法第７条第２号に規
定する精神保健福祉士短期養成施設等（以下
「精神保健福祉士短期養成施設等」という。）
において６月以上精神保健福祉士として必要
な知識及び技能を修得したもの（平成26年３
月31日までに修得する見込みの者を含む。）
なお、基礎科目は次のとおり（科目省令第
２条に掲げる科目）であること。
{ 人体の構造と機能及び疾病、心理学理論
と心理的支援、社会理論と社会システムの
うち１科目

| 現代社会と福祉
} 地域福祉の理論と方法
~ 社会保障
� 低所得者に対する支援と生活保護制度
� 福祉行財政と福祉計画
‚ 保健医療サービス
ƒ 権利擁護と成年後見制度
„ 障害者に対する支援と障害者自立支援制
度

… 精神保健福祉相談援助の基盤（基礎）
f 精神保健福祉援助演習（基礎）

６ 受験手続
\ 試験を受けようとする者は、次の書類等を
提出すること。
ア すべての受験者が提出する書類等
Ê 受験申込書 施行規則様式第１により
作成するとともに、これに記載する氏名
は、戸籍（日本国籍を有しない者につい
ては、住民票）に記載されている文字を
使用すること。

Ë 写真 受験申込前６月以内に脱帽して
正面から撮影した縦4•5センチメートル、
横3•5センチメートルのものとし、その
裏面には氏名を記載すること。

イ 社会福祉士である者であって、試験科目
の免除を申請するものが提出する書類 社
会福祉士登録証の写し
ウ ５の\に該当する者が提出する書類 大
学等の長の発行に係る卒業証明書（学校教
育法第102条第２項の規定により大学院へ
の入学を認められた者にあってはこれを証
する書面）若しくは修了証明書及び指定科
目履修証明書又は卒業見込証明書若しくは
修了見込証明書及び指定科目履修見込証明
書
なお、卒業見込証明書又は修了見込証明
書及び指定科目履修見込証明書を提出した
者にあっては、卒業又は修了後、直ちに卒
業証明書又は修了証明書及び指定科目履修
証明書を提出すること。

` 学校教育法に基づく短期大学（修業年限が
３年であるものに限る。）、専修学校の専門課
程（修業年限３年以上のものに限る。）又は各
種学校（学校教育法第90条第１項に規定する
者を入学資格とするものであって、修業年限
３年以上のものに限る。）において基礎科目を
修めて卒業した者（夜間において授業を行う
学科若しくは課程又は通信による教育を行う
学科若しくは課程を卒業した者を除く。）で
あって、指定施設において１年以上相談援助
の業務に従事した後、精神保健福祉士短期養
成施設等において６月以上精神保健福祉士と
して必要な知識及び技能を修得したもの（平
成26年３月31日までに修得する見込みの者を
含む。）

a 学校教育法に基づく短期大学、専修学校の
専門課程（修業年限２年以上のものに限る。）
又は各種学校（学校教育法第90条第１項に規
定する者を入学資格とするものであって、修
業年限２年以上のものに限る。）において基礎
科目を修めて卒業した者であって、指定施設
において２年以上相談援助の業務に従事した
後、精神保健福祉士短期養成施設等において
６月以上精神保健福祉士として必要な知識及
び技能を修得したもの（平成26年３月31日ま
でに修得する見込みの者を含む。）

b 社会福祉士であって、精神保健福祉士短期
養成施設等において６月以上精神保健福祉士
として必要な知識及び技能を修得したもの
（平成26年３月31日までに修得する見込みの
者を含む。）

c 学校教育法に基づく大学を卒業した者又は
施行規則第１条第３項で規定する者であっ
て、法第７条第３号に規定する精神保健福祉
士一般養成施設等（以下「精神保健福祉士一
般養成施設等」という。）において１年以上精
神保健福祉士として必要な知識及び技能を修
得したもの（平成26年３月31日までに修得す
る見込みの者を含む。）

d 学校教育法に基づく短期大学（修業年限が
３年であるものに限る。）を卒業した者（夜間
において授業を行う学科又は通信による教育
を行う学科を卒業した者を除く。）又は施行規
則第１条第６項に規定する者であって、指定
施設において１年以上相談援助の業務に従事
した後、精神保健福祉士一般養成施設等にお

いて１年以上精神保健福祉士として必要な知
識及び技能を修得したもの（平成26年３月31

日までに修得する見込みの者を含む。）
e 学校教育法に基づく短期大学若しくは高等
専門学校を卒業した者又は施行規則第１条第
９項に規定する者であって、指定施設におい
て２年以上相談援助の業務に従事した後、精
神保健福祉士一般養成施設等において１年以
上精神保健福祉士として必要な知識及び技能
を修得したもの（平成26年３月31日までに修
得する見込みの者を含む。）

Ĉ 指定施設において４年以上相談援助の業務
に従事した後、精神保健福祉士一般養成施設
等において１年以上精神保健福祉士として必
要な知識及び技能を修得した者（平成26年３
月31日までに修得する見込みの者を含む。）

›
�


		2013-08-01T14:47:52+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




